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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、日本の急激な人口高齢化が社会の階層構造に及ぼす

影響を、社会調査データによって実証的に明らかにすることにあった。そこで本研究では、2010

年に 50～84歳を対象にした「中高年者の生活実態に関する全国調査」（有効サンプル 6,442 ケ

ース）を実施し、2 年後にはその 3,193 ケースについて追跡調査を行った。高齢期の階層は、

所得や仕事内容、資産といった経済的要因のみならず、だれと暮らすか（世帯構造）と密接に

関連していた。 

 

研究成果の概要（英文）：The main purpose of our research was to examine the formation of a 

stratification structure among old people in response to the aging population.  In order to elucidate the 

pattern in differentiating socioeconomic statuses among them, we conducted a nationally represented 

survey for those aged 50 to 84 in 2010 (6,442 cases) and followed up with half of the respondents in 

2012.  The social standing of the middle aged and elderly is determined not just by their income, 

savings, and the job that they have ever had for the longest period of time but also by their household 

type. 

 

交付決定額 

                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2008年度 13,700,000 4,110,000 17,810,000 

2009年度 23,700,000 7,110,000 30,810,000 

2010年度 55,000,000 16,500,000 71,500,000 

2011年度 24,600,000 7,380,000 31,980,000 

2012年度 12,400,000 3,720,000 16,120,000 

総 計 129,400,000 38,820,000 168,220,000 

 

研究分野：社会科学 

科研費の分科・細目：社会学・社会学 

キーワード：階級・階層 社会移動  

 

１． 研究開始当初の背景 

 本研究を開始した 2010 年、合計特殊出生
率は 1.37、全体人口に占める 65 歳以上人口
割合は 22.1％であった（国立社会保障・人口

問題研究所 2011）。1980 年代半ばから、老
年化指数（0~14 歳の年少人口に対する 65 歳
以上老年人口の比）が急激に上昇し、1990年
の「1.57ショック」を契機に少子高齢化に対
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する危機感が上昇する。これまでの階層研究
は労働市場との関係を中心に議論されてき
たが、引退高齢者が増加することに伴う階層
理論の見直しが急務のこととして出現して
きた。 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は、高齢層に着目し大規模調
査を実施、分析して、高齢層の階層格差の所
在とその生成メカニズムを明らかにするこ
とにある。さらに、それらの実証分析結果を
踏まえて、少子高齢社会の持続可能で公平な
社会保障制度の基本的理念についても考察
を試みる。65歳以上人口を「高齢者」と一く
くりにすることなく、階層格差という観点か
ら高齢層の実態を明らかにする。人口の高齢
化は、「一様な場」で進行するわけではない。
ここに、高齢化を社会階層論の視点をから捉
える重要性があると共に、本調査研究の独創
性がある。 
 

３．研究の方法 

 本研究では、量的、質的な社会調査を実施
し、高齢者の生活実態についての実証分析研
究を行う。本研究では、大きく 4つの調査を
実施した。 
(1) 稲城市住民の生活実態に関するアンケ

ート調査(以降、稲城市調査) 
稲城市調査は、稲城市に在住する 50 歳以

上の男女 12,000 名を対象に、調査票を郵送
によって配布、回収した。調査実施期間は
2009 年 10 月 19 日から 2009 年 10 月 31 日ま
でとし、3,061票が回収された（回収率 25.5%）。 
(2) 中高年者の生活実態に関する全国調査

（以降、中高年調査） 
 中高年調査は、2010 年 8 月 3 日から 8 月
30 日にかけて実施した。対象者の抽出は、日
本に居住する 50歳から 84歳の男女 9,800人
を、層化二段無作為抽出法を用いて行った。
調査方法は、郵送配布・訪問回収である。有
効回答者数は 6,442人であった。 
(3) 中高年者の生活実態に関する継続調査

（以降、中高年継続調査） 
 中高年継続調査は、2010年に実施した中高
年調査回答者のうち、継続調査の実施に同意
した 3,444人を対象に、2012 年 2 月に実施し
た。 
(4) 三重県南部地域の面接調査（以降、三

重面接調査） 
 三重面接調査は、高齢化、過疎化が進行す
る三重県南部地域（早田地域、間弓地域、浦
谷地域）で生活する住民 45 名に対して、面
接調査を実施した。ここでは、過疎地に生活
する住民の親族関係や地域でのつながり、日
常生活の問題店を中心に聞き取り調査を実
施した。 
 

４. 研究成果 
(1) 稲城市調査では、社会サービスの提供
主体である自治体として稲城市に着目し、特
に住人の生活実態と地域行政との関係を探
った。稲城市を調査対象地区に選んだ主な理
由は、団地や振興地域が混在する多様な地域
的特徴を持っていることと、介護ボランティ
ア制度をはじめ、高齢者福祉について積極的
な取り組みを展開しているためである。                        
市の取り組みに対する関心は社会的な活

動を活発にしている人ほど高く、社会的支援
のニーズが高い人々の声は聞こえにくい傾
向にあった。趣味やスポーツにそれほど積極
的でなく、近所とのつきあいも少なくて、健
康に問題がある者にとって、市の取り組みが
大きく影響すると考えるが、その取り組みに
関心を示すまでには至らない現実が確認さ
れた。言い換えれば、行政による取り組みへ
の関心として声をあげることのできない人
の声をいかにすくい上げていくかが、今後の
重要な政策課題であることが確認された。 

 
図 1.年齢階層別 稲城市の取り組みへの関心 (%) 

 

 さらに、日常生活において困っていること

について詳細な情報を得るために、稲城市調

査回答者のうち、25 名に対して面接調査を実

施した。そこでもっとも多くの者が言及した

老後の不安とは、孤独死であった。地域住民

による見回りサービスは、今後検討されるべ

き検討課題であることが確認された。 

 

(2)中高年調査の主な結果概要  

【資産継承意欲】 

中高年調査では、資産（預貯金、株式、生

命保険・損害保険、持家以外の不動産、田畑・

山林、絵画・骨董品・貴金属、その他）の保

有状況と預貯金額と預貯金以外の金融資産

額（有価証券や投資信託）について質問した。

全く資産を持たず、金融資産を有さない者は

男性 38.2％、女性 53.4%である。特に一人く

らしの男性の過半数（57.8%）はいずれの資

産も保有していない。女性の間では、一人親

世帯（50.8%）と三世代世帯（51.8%）で資産

を全く持たない者の割合が比較的高い。 

何らかの資産を持っている者のうち、男性



の 8割、女性の 4分の 3が子どもへ資産を継

承したい意欲を表明した。子どもへの資産継

承意欲を世帯構造別に男女の間でみてみる

と、男性は三世代世帯で生活する者の間で高

い継承意欲が認められた一方で、女性につい

てはどの世帯構造にあっても子どもへの継

承意欲に大きな差は認められなかった。ここ

では、資産保有の有無のみならず、資産の次

世代継承意欲（意志決定）にも少なからぬジ

ェンダー格差が存在することを確認した。 

 

【世代間移転：親子のやりとり】 

 過去 1 年間に、18 歳以上の子どもとの間で

行った定期的、日常的な経済的な支援につい

て質問した結果、85%以上の大多数がやり取

りはないと回答していた。本人の親、あるい

は配偶者の親についても、8 割程度が定期的

な経済的支援を行っていない。 

もう少し長いスパンで、これまで対象者の

親との間で資金やケアのやり取りがあった

のかについてみてみよう。本人親/配偶者親

からの受けたものとして、結婚費用、子ども

の世話、子どもの出産・入学祝い、子どもの

教育資金、住宅資金、お中元やお歳暮などの

季節の贈り物、その他、があり、本人親/配

偶者親に与えたものとして、お中元やお歳暮

などの季節の贈り物、家の建て替え・改修費、

入院費用、老人ホームなどへの入所資金、一

緒に旅行に行く、その他、について質問した。 

それぞれの項目について「あり」とした事

項を合計して親子間のやり取りの程度をみ

たのが図 2である。ここで興味深いのは、「親

から子へ」と「子から親へ」のやり取りは非

対称であるということである。対象者本人の

親からの譲渡が最も多く、配偶者親への譲渡

は限定的である。世話や資金の親子間の移転

は、上世代から下世代への方向に強く認めら

れた。 

 
図 2 親とのやり取り程度 

 

 

 

   

【信頼度】 
人々はどの程度、政府や地域、社会制度に

信頼しているのであろうか。図 3は、10 項目
に対して人々がどの程度信頼しているかを
質問した結果である。 
 ここで注目すべきは、政府に対する信頼度
の低さである。政府を信頼しないと答えた者
は 6割以上にも上る。少子高齢社会における
公的年金制度については、信頼しないとした
者が 4割、生活保護制度についても 42.3％が
信頼しないと答えた。年齢階層別に少し詳し
く信頼の程度をみてみると、50代層において
特に、政府（70.3%）、公的年金制度（54.4%）
と生活保護制度（50.1%）への高い不信感が
目立つ。その一方で、家族に対しては、ほぼ
全員が「信頼する」とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3 信頼の程度 (%) 

 
【頼りにできる人】 
 中高年調査では、困ったことがあった時、
実際に頼むことのできる人について質問し
た。図 4 は、年齢階層ごとに頼ることのでき
る人の程度を、人的資源保有スコアとして試
算した。スコアが高いほど頼ることのできる
人が多く、もしもの時のリスク対応力が高い
とみなす。年齢が高くなるにつれて、人的資
源保有スコアは低くなる。家族、親族、友人・
知人についても、それぞれ同様に年齢が高く
なるにつれてスコアが低下する。 
年齢による世帯構造の違いがこの結果に

影響を及ぼしていると考えられるので、65歳
以上の高齢者について世帯類型ごとの人的
資源保有スコアをみた。一人くらしのスコア
が最も低いのは、同居家族がいない点からも
ある程度予想できるが、子世代の晩婚化、未
婚化の進行にともなって一人親世帯の増加
が見込まれる中、同世帯の人的資源保有スコ
アの低さには今後注意が必要である。一方、
近所の人は、年齢階層、世帯構造別にみても
一様にスコアが低く、近隣コミュニティがあ
まり機能していない実情を垣間見ることが
できた。 

 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 4 年齢階層別 頼ることのできる人サイズ 

 
(3)中高年の継続調査の結果概要 
 継続調査では、世帯からの他出や世帯への
転入、世帯員の結婚・離婚・死別、さらには
仕事上の変化について質問したが、本調査は
第 1ウェーブから 2年足らずで実施したこと
もあり、2 時点間での大きな変化が認められ
なかった。最も多かったイベントは、仕事を
辞めた（143 人）ことであった。 
 この 2 年間の金融資産の変化について、減
ったと回答したのが最も多かったのが株式、
債券であり、次が預貯金であった。預貯金の
減少については、高齢層のみならず 65 歳未
満の現役層でも 2割以上が減少したと回答し
ていた。 
 社会保障制度について、4 つの質問項目を
質問しており、2 年間でも半数以上は回答に
変化がみられた。そのうち、「税金や社会保
険料を上げずに、社会保障を充実すべきだ」
という意見については、2 年間で同じ意見を
表明したのは 38%であり、反対意見の増加が
認められた。ここでは、「税金や社会保険料
を引き上げないで、社会保障を充実するこ
と」に対して懐疑的になったことが、その変
化の背景にあるのではないか。 
意識の変化として、日本社会の将来への希

望については、その違いはそれほど大きくな
いが、希望を感じると答えた者が減少してい
た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 5 社会全体への希望 (%) 

 

(4)三重面接調査 
 三重県の南部では、高齢化が進行し、人口
減少が進んで過疎化が問題となっている。そ

の中、実際に生活する中高年者がいまどのよ
うな問題を抱え、どう対処しているのかにつ
いて聞き取り調査を行った。 
 過疎化が進行しているといえども、どの地
域も古くからの地域、親族ネットワークが規
模が小さいながらも存在しており、ひとびと
の生活を支えていた。その一方で、今後の地
域活性化の観点から町おこしを試みている
が、その緊密な地域のつながりがかえって新
参者にとっては重荷になっていることもあ
るようだ。 
 ただ、実際に過疎の地に移り住んできた若
者は、この地で生活するそれなりの覚悟が必
要だと強調していた。特に、伴侶の理解が新
しい土地に移り住むときにはカギになる。 
また、過疎地に生活する高齢者にとっての足
（交通手段）の確保が課題となっていた。そ
こでは特に、福祉サービスとして公共バスを
利用する場合、使用目的が特定化（通院）さ
れているために、ついでに買い物をしたいと
いった場合の融通が利かない。特に、食料品
の買い出しと通院は高齢者の生活の中心的
な位置を占めるので、柔軟な対応が求められ
る。 
 以上、現状では、いくら過疎地といえども
緊密な地域・親族ネットワークが機能してい
るが、今後も同じように今ある支援手段に頼
ることができるとは限らない。また、過疎を
防ぐには若い人たちを引き入れ、産業を育て
なければならない。若年の就農・就漁・就林
を支援する政策を、積極的に展開する必要が
ある。 
 
(5) まとめ 
 以上、自治体調査、大規模全国調査、そし
て聞き取り調査を通して、高齢層の階層格差
のメカニズムを検討してきた。本研究で実施
した調査結果から共通する一つの特徴とし
て、高齢層といえども 65 歳以上高齢者のみ
を対象とせずに、50 歳以上を対象とすること
で、高齢層の階層格差をより広い年齢層から
捉えることを可能とした。 
 そこでは、収入格差、資産格差に加え、世
帯の与える効果の大きさを確認した。たとえ
資産を多く保有しようとも、一人くらしか、
夫婦だけで生活するのか、あるいは子ども家
族と同居するかによって、本人の階層帰属意
識や生活満足度は異なっていた。 
 さらに、本研究では、家族・親族への信頼
が高い一方で、政府や社会保障制度といった
公に対する信頼度の低さが目立った。高齢層
の階層格差は、これまで就いた仕事や所得、
資産に加えて、だれと暮らし、別居親族（特
に子ども）と良好な関係が維持されているか
が重要な要因であり、頼ることのできる家
族・親族がいない場合のセイフティ―ネット
が不足している状況が確認された。 



これまでの階層論において、世帯は階層の
単位としての位置づけが第一義であったが、
労働市場から離れ、収入構造も年金や私的移
転、蓄え（貯蓄等）が中心となる高齢層にあ
って、階層構造を規定する世帯の位置づけを
再度検討する必要があることを、本研究にお
いて確認できた。 
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